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研究成果の概要（和文）：本研究は、世帯内の家事労働分配等の配偶者間のジェンダー関係をライフコースを通
じた長期的交渉過程ととらえ、現代日本における世帯内のジェンダー不平等のメカニズムを明らかにすることを
目的とする。まず、研究①において、長期的視点から配偶者間の家事労働分担の実態と変動を明らかにし、研究
②において、女性の就業キャリアの経路や変動の向きが世帯内の家事労働や配偶者間の格差の「蓄積」に関連す
ることを示した。さらに、研究③では、女性の就業キャリアの経路と世帯内のジェンダー不平等との関連を、国
際比較の視点から明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This study aims to examine intra-household gender inequality in contemporary
 Japan by considering gender relations between spouses, such as the division of housework and 
economic inequality, as a long-term negotiation process over the life course. First, Study 1) 
clarifies the states and changes in the division of housework between spouses from a long-term 
perspective. Study 2) shows that women's career paths and the direction of change are related to the
 accumulation of intra-household inequality and the division of housework between spouses. Study 3) 
shows the relationship between women's employment career pathways and gender inequality within 
households from an international comparative perspective.

研究分野：社会学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
研究結果からは、共稼ぎ世帯の増加など女性のライフコース通じた就業が高まる中、世帯内の家事労働や配偶者
間の格差をライフコースを通じた長期的交渉過程ととらえて検討していく必要性が高まっていることが示唆され
た。女性の家事負担や配偶者間の格差は、長期的に「蓄積」している可能性があり、今後の家事研究やパートナ
ー関係の研究にとって重要な視点を提供する。さらに、子育て期の就業中断や就業調整といった男性稼ぎ主型の
職場環境が背景となって配偶者間の家事労働や経済格差が拡大する可能性が示されるなど、今後の政策にも示唆
を与える知見が得られた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 女性のライフコースを通じた就業と家事・育児労働をめぐる困難は、急激に進行する未婚化・
少子化との関連も指摘され、重大な社会問題として認識されている。特に日本では、共稼ぎ世帯
における家事負担のジェンダー不平等が顕著で、かつ近年においても大きな改善がみられてい
ない。このため、女性の就業状況・属性や就業環境・政策など構造的要因との関連を探る研究は
数多く行われてきた。ただし、先行研究のほとんどは女性や世帯の「現在」の状況に着目し、そ
れらと世帯内労働や配偶者関係との関連を検討してきた。しかし、世帯内における配偶者間の交
渉は、現在の状況のみに依拠して行われるのではなく、過去の就業歴や世帯状況は交渉における
重要な参照点となる。例えば、女性が出産退職して家事・育児のすべてを担う状態が一旦確立し
てしまうと、現在の就業状況にかかわらず、その後も家事・育児責任を担う状態が続いてしまう
ことは想像に難くない。また、ライフコースを通して正規就業を継続している場合と無業や非正
規就業から正規就業などへ移行した場合では、就業状況が家事労働や配偶者関係に与える影響
は異なることが考えられ、過去からの就業キャリア変動の有無・経路・向きに着目することが必
要となる。ライフコースを通じて、配偶者間の格差等はどのように拡大・蓄積していくのか、ま
たどのような経路が格差をもたらす契機となるのかを探ることが、女性の就業と家庭責任の二
重負担のメカニズムを検討する上で重要となる。 
 そこで本研究では、ライフコース上の就業キャリアの変動を通じて、世帯内のジェンダー格差
はどのように拡大・蓄積していくのか、またどのような要因が格差を拡大・縮小させうるのかを
研究課題の核心をなす学術的問として捉え、検討を行う。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、世帯内の家事労働分配等の配偶者間のジェンダー関係をライフコースを通じた長
期的交渉過程ととらえ、現代日本における世帯内のジェンダー不平等のメカニズムを明らかに
することを目指す。具体的には、まず、研究①において、長期的視点から配偶者間の家事労働分
担の実態と変動を明らかにし、研究②において、女性の就業キャリアの経路や変動の向きに着目
して、世帯内の家事労働や配偶者間の格差との関連を縦断的に分析する。さらに、研究③では、
女性の就業キャリアの経路と世帯内のジェンダー不平等との関連を、国際比較の視点から検討
する。 
 研究①では女性の就業と家庭責任の二重負担を、ライフコースを通した長期的視点から分析
し、家事労働負担のジェンダー格差の拡大・縮小をとらえる。そのために、14 時点に渡り個人
を追跡する社研パネル調査データ（2007-2024 年まで継続。研究①では 2019 年データまで利用
する）を用いて、日本の若年・壮年層の男女の家事頻度の変動をとらえる分析を行う。 
 研究②では女性の就業キャリアの変動の有無だけでなく、キャリアの経路や変動の向きが家
事労働の交渉に与える影響に焦点を当てる。先行研究ではパネル分析においても、就業状況の移
行の経路や方向性は区別されることなく研究されてきた。しかし「どのようなキャリア経路をた
どったのか」、「就業形態の変動がどのような向きだったのか」によって現在の就業状況が家事労
働交渉に与える影響は大きく異なることが推測される。例えば、女性が家事・育児の大半を担う
性別分業体制が世帯で確立した後に再就業した世帯と、女性が継続的に就業していた世帯では、
女性の就業状況が家事分担交渉に与える効果は異なること予想される。また、正規就業から非正
規就業に移行した場合と、非正規就業から正規就業に移行した場合でも配偶者間の家事労働交
渉に与える効果は異なると考えられ、変動の有無だけでなく、就業状態の非変化（一貫して正規
就業等）を含む経路や変動の向きにも着目する必要がある。 
 さらに、研究③ではパネルデータや国際比較データを用い、構造的要因が女性の就業キャリア
と家事労働分担・配偶者間の経済格差との関連にどのように媒介しているか検討する。日本の男
性稼ぎ主型の労働市場環境は、就業におけるジェンダー不平等の解消や無職・非正規労働者が内
部市場に再参入することを困難にしており、女性の就業上の活躍の機会の少なさは、世帯内の交
渉においても女性を不利な立場におくことが推測される。パネル分析や国際比較分析をするこ
とにより、例えば出産に伴う就業状態の変動によってジェンダー格差が社会によってどのよう
に異なるか検討することができる。 
 
３．研究の方法 
上記を検討するために、2007年から 10年以上にわたり東京大学社会科学研究所が実施するパネ
ル調査データ（働き方とライフスタイルの変化に関する全国調査）を用いて、ライフコースを通
した女性の就業の状況・経路・変動の向きと家事労働等との関連を、一階差分モデル等を用いて
分析する。また、国際データ（International Social Survey Programme Family and Changing Gender 
Roles 2012年）を用いて、女性の就業キャリアの経路と家事・育児分担の関連にどのように関連
するかを、多国間比較する。また、補完的に、Fuwa (2021a)の分析のために、労働政策研究･研修
機構が 2006 年に実施した仕事と家庭の両立支援にかかわる調査、Fuwa (2023)の分析のために、
リクルートワークスが実施した 2017年全国就業実態パネル調査、及び Fuwa (2022)の分析に日本



政策金融公庫総合研究所の「新規開業実態調査（特別調査）2013年」を用いている。 
 
４．研究成果 
まず、研究①の日本の若年・壮年層の男女の
家事頻度の変動をとらえる分析結果の検討を
行う。データは社研パネル調査データを用い
た。表 1は 2007年～2019年の男女の 1年ごと
の家事頻度の変動を示したものである（柳田・
柳下・不破 2023a）。（なお、2008 年と 2010 年
の調査票に家事の情報が含まれていないため、
2 年分の変動から変動量を推定した。）1990 年
代以降、女性の就業進出が進み、2010年代には
共稼ぎ世帯数が片稼ぎ世帯を抜き、典型的な世
帯となった。女性に偏ってきた家事労働責任の
平等な分担を求める声もより大きくなりつつ
ある。 
しかし、表 1のように家事頻度の変動の分析
した結果からは男女ともに大きな頻度の変動
は見られないことが示された。2007年以降の 1
年ごとの平均の変動量は週当たりの家事頻度
0.183 回分であり、各年の値もプラスのものが
多いものの大きな増加とはいいがたい。さらに
女性の平均値は 0.247 回である一方、男性は
0.097 回と週当たり家事頻度 0.1 回分の変動に
も満たない。ここからは、女性が家事の多くを担っていた 2007年時点から 2010年代も大きな変
動はなかったことが示唆される。社研パネル調査は個人を長期間にわたって追跡する調査であ
り、個人内での変動をとらえようとするものである。すなわち、今後、若いコーホートが結婚な
どをして世帯を形成することによって家事分担の状況が将来的に変わる可能性も考えられるが、
個人がライフコース上で家事行動を大きく変えているという様子は確認できない。 
研究②は、縦断的な視点で家事労働をとらえることの重要性を家族に関連した雇用調整や就
業中断の経験、就業の変動の向きによる効果の違いから検討するものである。まず女性のライフ
コースにおける就業の状態と世帯内でのジェンダー平等との関連を検討した。研究結果からは、
まず子どもの出生等に関連したキャリアの中断は、妻の経済的な不利な立場と関連することが
示された（Fuwa, 2019）。ただし、継続的な正規雇用を維持した場合でも、女性の家事頻度の減少
に与える影響は、時間の経過とともに減少することも示唆された（Fuwa, 2020）。一方で、非正規
雇用を維持することの影響は時間の経過とともに増加することも示され、女性の継続的な就業
の世帯内のジェンダー関係に与える影響が非対称的であることが示唆された（Fuwa, 2020）。 
さらに、近年、就業を中断した女性の労働市場への再参入の選択肢として推奨されてきた自営
業の家事労働について検討した結果からは、雇用者女性に比べて自営業の女性で家事労働に費
やす時間が長いことが示された（Fuwa, 2021b）。また、家族に関連したキャリア中断経験がある
ことが、家事労働に費やす時間の長さと関連していることが示された。さらに、自営業の女性は、
自営業の男性や雇用者の男女と比較して、平日・休日ともに睡眠時間が短く、休日の余暇に費や
す時間が短い（Fuwa, 2023）。また、起業者に対象を絞った検討からは、女性起業者は家事労働の
大半を担っている可能性が高いことや労働市場に関連する要因（相対的資源や時間的制約）は、
家事労働にほとんど影響を与えないことが示された（Fuwa, 2022）。加えて、離婚などライフイ
ベントと家事労働の関係の分析からも、異性と世帯を形成することが、家事労働の不平等な分担
に顕著に関連していることが示されており（柳下・不破 2019a , 2020a）、家族形成後の女性の就
業の変動との関連と合わせ、家事労働の不平等がライフコースやライフイベントに沿って「蓄積」
していることが考えられる。これらの結果は、世帯内のジェンダー関係の分析において、縦断的
な視点や就業等の変動の有無・変化の方向性に着目することが重要であることを示唆する。
Allison (2019)による固定効果モデルを用いた効果の対称性を要求しないモデルの検討からも家
事労働に及ぼす影響が女性の就業の変動の向きによって異なる（＝対称ではない）ことが明らか
になっており（柳下・不破 2019b, 2020b）、女性のライフコース上での就業の変動の有無・方向
性による効果の違いを踏まえた検討が今後さらに重要になると考えられる。 
 以上を踏まえ、女性の就業状態と家事労働の関連について、就業状態の変動の方向性による効
果の違いに着目して検討した（不破・柳下 2020, 2022）。分析ではジェンダー不平等な社会では
女性の経済資源の家事への効果は「割引」されるという Blumbergの議論を用いて、就業状態の
変動の方向性と家事労働との関連を分析した。表 2 は就業状態の変動の方向性によって家事頻
度に対する効果が異なるかを検討した固定効果モデルの結果である。表 2の結果から、女性が非
正規から正規に移行する際の家事頻度の減少量（.924）は、正規から非正規に移行する際の家事
頻度の増加量（1.805）より顕著に小さいことが明らかになった。すなわち、女性の経済資源の家

表1．2007 年から2019 年における1 年ごとの家事頻度の変化量

 全体 男性 女性

（2009－2007）/2 0.124 -0.113 0.304

（2011－2009）/2 0.377 0.275 0.454

2012－2011 0.232 -0.04 0.429

2013－2012 -0.117 -0.201 -0.055

2014－2013 0.624 0.523 0.699

2015－2014 -0.3 -0.452 -0.19

2016－2015 0.464 0.325 0.565

2017－2016 -0.001 0.168 -0.125

2018－2017 0.245 0.289 0.213

2019－2018 0.184 0.199 0.173

変化量の平均 0.183 0.097 0.247

（柳田・柳下・不破（2023a）より作成）



事頻度に対する効果が「割引」されること
が示唆された。男性の正規と非正規の間の
移行ではこうした関連は見られなかった。
本稿の結果は、就業状態はジェンダー中立
な資源ではなく、ジェンダー化された資源
であることを示唆する。 
研究③では、構造的要因が家事労働及び
パートナー関係に及ぼす影響について検
討した。就業環境の整備は配偶者関係（会
話頻度・共食頻度・結婚満足度）と関連を
持つことが示されており（不破 2020）、ま
た職場の管理職者の属性と男性の育児休
業の取得しやすさが関連するなど(Fuwa, 
2021a)、個人レベルの属性の影響は構造的
な要因に媒介されていることが考えられ
る。特に、表 3にみられるように、家事需
要が高い時間帯に帰宅できる職場環境は
男性の家事負担率を高めること（不破
2019）が示されており、家事労働分析にお
いて構造的な要因を考慮に入れることは
重要である（不破 2022）。ただし、コロナ
禍といった外的な要因は家事労働のあり
方に一時的に顕著な影響を与えるものの、
持続的に効果を維持するとはいえないこ
とも明らかになっており（柳田・柳下・不
破 2021a, 2021b, 2023a, 2023b）、家事労働な
ど配偶者間の権力関係の分析にはマクロ
レベルの視点とともに縦断的な視点が必
要となる。 
国際比較分析からは末子が未就学児で
あった時点の妻の就業状態は、日本のみ
ならず、アメリカやスウェーデンにおい
てもその後の配偶者間の経済的格差と関
連することが示された一方、マクロレベ
ルの要因が女性の就業キャリアと世帯内
のジェンダー関係に媒介する可能性も示
唆された。表 4に示すように、アメリカ、
スウェーデン、日本における配偶者間の
相対的収入に関する比較分析からは、3カ
国すべてにおいて、子育て期に妻が非正
規就業又は非就業であったことは、妻の夫
に対する相対的収入にマイナスの影響を
与えることが示された。しかし、スウェー
デンでは子どもの非就業によるマイナス
の影響が最も大きく、日本はパートタイ
ム・非就業による影響がともに大きいこと
が明らかになった（Fuwa, 2019）。以上の研
究結果からは、世帯内の家事労働や配偶者
間の格差をライフコースを通じた長期的
交渉過程ととらえて検討していく必要性
が高まっていることが示唆される。女性の
家事負担や配偶者間の格差はライフイベントと伴って「蓄積」している可能性があり、共稼ぎ世
帯が増加するなか、今後の家事研究やパートナー関係の研究にとって重要な視点といえる。 
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表4. 末子未就学児の妻の就業状態の相対的収入に対する効果の回帰分析結果

(基準=フルタイム就業)

パートタイム就業 -6.924 * (3.298) -13.315 *** (3.481)

非就業 -7.541  † (4.266) -19.836 * (8.081) -15.171 *** (3.304)

注1：括弧内は標準誤差である．***p<.001, **p<.01, *p<.05, †p<.10
注2：モデルには統制変数等も含まれているが表では省略した。
（Fuwa (2019)より作成）

アメリカ スウェーデン 日本

末子が未就学児時の就業状態

表3. 就 業 環 境 と 既婚男性の 家 事 負 担 率 の 固定効果モデル 結 果

午後7時まで帰宅 .034 *** (.010)
企業規模(ref. 中小企業)
大企業 -.004 (.013)

WLBがとれる .005 (.004)
仕事のやり方 .000 (.005)
仕事のペース .003 (.006)
注1：括弧内は頑健標準誤差である．***p<.001, **p<.01, *p<.05, †p<.10
注2：モデルには統制変数等も含まれているが表では省略した。
（不破(2019)より作成）

モデル１ モデル2

表 2  固定効果モデルと変動の方向性による係数の差の検定の結果

女性 男性 女性 男性

正規  → 非正規 1.805 *** 0.788 .881 * 0.173

(.336) (.598) (.347) (.595)

非正規 → 正規 －.924 *** -0.615

(.265) (.401)

正規  → 非就業 3.629 *** 2.483 *** 0.308 1.222 *

(.426) (.531) (.573) (.552)

非就業 → 正規 －3.321 *** －1.261 *

(.469) (.631)

非正規 → 非就業 1.647 *** 1.169 * 0.297 0.155

(.240) (.528) (.231) (.548)

非就業 → 非正規 －1.350 *** －1.014 *

(.167) (.500)

就業状態の維持（基準：正規継続）

非就業継続 .109 **

(.037)

非正規継続 .009

(.027)

注1：括弧内は頑健標準誤差である．***p<.001, **p<.01, *p<.05, †p<.10
注2：モデルには統制変数等も含まれているが表では省略した。
（不破・柳下(2022)より作成）

固定効果モデルの結果
変動の方向性による係数
の差の検定

就業状態の変化（基準：正規
継続）
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